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Ⅰ 事実の概要
(１) 当事者
X社（原告）は、美容院・理容院等の経営等を目的とする株式会社（特例有限
会社）であり、秋田市で美容室A（以下「本件店舗」という）を経営していた。Y
（被告）は、X社の設立日である平成17年５月23日から平成20年７月30日までに、
X社の代表取締役として「本件店舗」の営業を担当していた美容師であった。
(２) X社の設立
Yは、平成17年５月23日までに、後にX社の代表取締役となるKが代表取締
役を務めていた B社の従業員として B社が店舗展開していた「本件店舗」で美
容師として働いていたが、同月23日、B社らと共同出資の上、有限会社X社を
設立した。
X社の出資者及び出資割合（１口当たり１万円相当）について、X社設立の時
点においては 、Yが50口、Yの父が50口、B社が150口、Yの元夫が50口を保有
していたが、Y解任の時点（平成20年７月30日）においては、Yが50口、Yの父
が50口を保有し、Yの元夫が保有していた50口のうちの15口を、B社が展開す
るAグループの株式会社 C、有限会社 D、及び株式会社 Eがそれぞれ５口ずつ
承継して保有し、Yの元夫が保有していた50口のうちの残りの35口は B社が承
継して、B社が185口を保有していた。
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(３) X社と B社との間における営業譲渡契約と「本件フランチャイズ契約」
X社と B社は、平成17年７月４日に、B社が営業する「本件店舗」の営業の
全部を3093万9000円でX社に譲渡する旨の営業譲渡契約を締結した。また、X
社と B社は、同日、X社が B社に毎月純売上の３％をロイヤリティとして、毎
月５万円を事務管理費として、毎月３万円を店名使用料として支払うこと等を内
容とするフランチャイズ契約を締結した（以下「本件フランチャイズ契約」とい
う）。
この頃のX社の役員の構成は、代表取締役にY、取締役にK（B社の代表取締
役）、L（B社の専務）、M（有限会社 D社の社長）、Yの父、Yの元夫となっていた
が、こうした構成は、Yの解任時（平成20年７月30日）において、代表取締役に
YとK（平成19年５月１日から）、取締役に L（B社の専務）、M（有限会社 D社の社
長）、及びYの父と変わっていた（Yの元夫は途中で取締役を辞任した）。
(４) Yによる「本件フランチャイズ契約」の解除
平成20年４月以降、 Yは、同じくX社の代表取締役であったKから、伝票の
記載が不明確であり一部に改ざんの疑いもあるとの指摘を受けた上、伝票を改ざ
んして売上げの一部を取得しているのではないかという疑惑をかけられたことに
不信感を募らせ、それを契機に「本件フランチャイズ契約」のロイヤリティの額
等の内容に疑問を強く抱くようになった。
平成20年６月26日頃、X社の代表取締役であったKがX社の売上通帳を保管
するようになり、Yは、毎日の売上金を夜間金庫に入金し、翌日（休日の時には
営業日）それを通帳に入金するようになった。
平成20年７月22日に、Yは、「本件フランチャイズ契約」を解除しAグループ
から独立することを念頭に、X社の代表者として自らがX社の現金を管理する
必要があると考え、同日時点でのX社の預金を引き出し、同月18日以降の夜間
金庫への保管分と合わせて「本件店舗」で現金で管理し始め、それ以降同月29日
までの「本件店舗」の売上分も同様に取り扱った。
同月24日に、Yは B社に対し、X社の代表取締役として「本件フランチャイ
ズ契約」の解除と既払金の返還を求める請求文書を送付した。
(５) X社の株主総会におけるYの解任
X社の代表取締役であったKは、X社の取締役であった L及びM の同意を
得て、平成20年７月26日にY解任のための株主総会を招集した。X社は、平成
20年７月30日1時頃に、株主総会においてYをX社の取締役から解任し、同月
31日付けでYに対して解任した旨の通知を発送した。Yは、同年８月１日頃、
上記通知を受け取った。なお、この解任の効力自体については争いがない。
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(６) Yによる「本件持ち出し行為」
Yは、X社の株主総会で解任されたその日の午前、下記の「Y主張自働債権」
に充当する意図で、「本件店舗」で管理していた現金のうち別紙内訳表?の番号
１～12の合計額である167万6857円を持って「本件店舗」を後にした（以下「本件
持ち出し行為」という）。
(７) X社の預り金返還請求権と「Y主張自働債権」
Yは、X社に対し、平成20年８月５日頃、上記解任手続につき非難するとと
もに、上記預り金については、自己の役員報酬、経費の立替分及びX社への貸
付金を差し引いた上で、残りを引き続き預かる旨の連絡をした。これに対して、
X社は、Yに対し、同月11日頃、別紙内訳表の番号１～14の合計額である168万
3429円から、Yの７月分の報酬額21万3940円及びYのX社に対する貸付金60万
円の合計81万3940円を差し引いた86万9489円を、同月20日までX社に支払うよ
う請求した。
他方で、Yは、X社に対し、平成21年６月18日の本件口頭弁論期日において、
X社に対する以下の債権、すなわち、平成20年７月分の報酬24万円、X社に対
する貸付金60万円、報酬未払分合計20万9920円、従業員給与未払立替分２万円
?別紙 内訳表
番号 日付（平成年月日） 金額（円） 内容
1 20.7.18 92,250 売上金の持ち出し
2 20.7.19 64,750 同上
3 20.7.20 74,450 同上
4 20.7.21 92,075 同上
5 20.7.22 90,840 同上
6 20.7.22 728,000 会社の口座から引き出し
7 20.7.23 88,462 売上金を持ち出し
8 20.7.25 100,940 同上
9 20.7.26 108,900 同上
10 20.7.27 79,140 同上
11 20.7.28 72,250 同上
12 20.7.29 84,800 同上
13 20.7.29 5,902 経費残金持ち出し
14 20.7.29 670 金銭持ち出し
合計 1,683,429
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（平成20年７月分）、及び経費立替分6572円の合計の107万6492円と、X社による正
当理由なき取締役の解任に伴う損害賠償金288万円（以下、これらの債権を合わせ
て「Y主張自働債権」という）とをもって、X社の預り金返還請求権168万3429円
と対等額で相殺する旨の意思表示をした。
(８) X社による本件請求
X社は、取締役を解任されたYに対し、主位的に不法行為による損害賠償請
求権、予備的に取締役委任契約の終了による預り金返還請求権に基づき、Yが
持ち出したX社の売上金合計168万3429円のうち86万9489円及びこれに対する不
法行為後又は催告期限の末日の翌日である平成20年８月21日から支払済みまで民
法所定年５分の割合による遅延損害金の支払いを求めた。
Ⅱ 判決の要旨〔主位的請求棄却・予備的請求一部認容、確定〕
１．争点①（Yが持ち出した金員の額）
?Yが別紙内訳表の番号13、14に対応する金員を持ち出したと認めるに足りる
的確な証拠は見当たらない。」
２．争点②（不法行為の成否）
?⑴Yは、平成20年７月22日から同月30日まで、X社の売上け及び預金を本件
店舗にて現金で管理していたものであるから、X社が主張するように、別紙内
訳表の各日付欄記載の日にYが各金員を領得したとは認めがたい。」「⑵また、
Yが同日午後１時の株主総会決議までは、X社の代表取締役の地位にあり、X
社の金員の保管権限を有していたこと（現金を置いたまま本件店舗を後にするのも
問題である。）、X社が、Yに対し、事後的に、X社の売上金等から、Yの主張す
る金員の一部について支払を受けることを認めていることなどに照らせば、本件
持ち出し行為を不法行為法上の違法の評価を受ける程の社会的相当性を欠いた行
為というにはいささか疑問が残るのであって、取締役委任契約の終了による預り
金返還請求権の範疇の問題として検討すれば足りるものと考えられる。」「⑶した
がって、不法行為の成立を認めるのは相当ではない。」
３．争点③（未払報酬等の自働債権の有無及び数額）について
?……相殺に供する自働債権の存在は、争点④で検討する取締役解任に伴う損
害賠償金以外には、平成20年7月分の報酬額21万6000円とX社への貸付金60万円
の合計81万6000円を超えては認められない。」
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４．争点④（X社による正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償金の発生の有無
及び数額）
(１) 解任の正当理由の存否
X社は次のように主張した。①新会社（X社）設立及びフランチャイズ制度採
用の経緯、理念、目的は、B社と新会社がフランチャイズ契約を締結してAグ
ループを形成して営業を展開していくことによって、Aブランドを確立し、経
営力を強化すること等にあり、新会社の設立とAグループへの参加は一体であ
って切り離すことはできないものである。Yもその趣旨に賛同してX社の設立
に協力し、フランチャイズ契約を締結したものである。また、その資本関係から
してもX社はY個人の会社ではなく（X社は B社の子会社である。）、Y１人の判
断でフランチャイズ契約を解除したりできる立場にない。ところが、Yは、独
断で、平成20年７月24日、フランチャイズ契約を解除し、Aグループから離脱
しようとしたのであり、X社の状況、立場、株主構成等からして、YにはX社
の経営に当たり障害となる客観的事由があった。これが解任の主たる理由であ
り、②その他に、Yの現金管理等の杜撰さなどもX社の取締役として相応しく
ないと判断した理由である。
本判決は次のように述べた。「……X社が主張するとおり、X社の設立、B社
からX社への本件店舗の営業譲渡、X社と B社とのフランチャイズ契約締結の
経緯、主な目的は、B社が店舗展開する本件店舗を子会社として独立させた上
で、B社を頂に同様に独立した他の店舗と合わせて、Aグループを形成して営
業を展開していくことにあり、上記各事項は極めて密接に関連していることが認
められる。」「また、前記認定事実のとおり、出資300口のうち185口を B社、そ
の他15口をX社以外の B社のグループ会社が占めているというX社の株主構成
（B社とそのグループ会社で３分の２に及ぶ。）及び B社の代表取締役や専務、グル
ープ会社の社長がX社の取締役になっているという役員構成に鑑みればX社に
とって、X社と B社とのフランチャイズ契約を解除することは極めて重要な問
題であり、Yの一存で決定できるものではなかったことは明らかである。」「そ
れにもかかわらず、Yは、Yの父を除く他の取締役の了解を得ることなく、独
断で、B社に対し、本件フランチャイズ契約を解除し、Aグループから離脱す
る旨の通知を送付したものであるから、X社において取締役として職務の執行
をYに委ねることができないと判断することもやむを得ない、客観的・合理的
な事情、すなわちYの解任に関する正当事由が存在したと認めるのが相当であ
る。」
(２) 任期の定めの有無と会社法339条２項の損害賠償請求の要件
X社は次のように主張した。仮に正当理由が認められない場合であっても、
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任期の定めのない取締役については、特段の事情がない限り損害は発生しないと
考える。任期の定めがある取締役の場合には、一応任期まで務めることができる
という地位の補償、それまでの間報酬を得られるという期待があるので、任期ま
での報酬が損害となると解されるが、任期のない取締役の場合はそのような保証
がないので、特に解任の不当性が強いといった特段の事情がない限り、原則とし
て解任による損害は発生しないと解すべきである。これに対して、Yは次のよ
うに主張した。特例有限会社では、取締役などの役員の地位につき、相当程度永
続することが想定されているのであり、Yのように任期に制限が設けられてい
ない取締役の場合、少なくとも以降１年間、取締役の地位が存続するという期待
は法的に保護すべきである。したがって、損害賠償金の額は、解任当時Yが得
ていた役員報酬（月額24万円）の１年分である288万円を下らない。
本判決は次のように述べた。「ア 会社法339条２項は、取締役の解任について
株式会社が正当理由のあることを立証できない場合に、株式会社に対し、解任さ
れなければ残存任期中に得られたであろう取締役の利益（所得）の喪失の損害賠
償責任を認める特別の法定責任を定めた規定であり、具体的な任期があることが
損害賠償請求権発生の要件と解される。」「この点、（旧）商法257条１項但書で
は、『任期ノ定アル場合ニ於テ』とされており、任期の定めがあることが損害賠
償請求権発生の要件であることが法文上明らかであったところ、上記会社法339
条２項ではこれに対応する文言はない。」「しなしながら、これは、旧商法下で
は、株式会社の取締役について任期が定められない場合があり得た（旧商法256条
参照）ものの、会社法下では、そもそも取締役等につき具体的な任期がないとい
う場合は想定されなくなった（会社法332条等参照）ために、敢えて任期の定めが
あるという文言が置かれなかったにすぎないと解される。したがって、上記会社
法339条２項は、具体的な任期があることを損害賠償請求発生の当然の前提とし
ていると解するのが相当である。」「イ X社は、特例有限会社であり、弁論の
全趣旨によれば、取締役の任期につき定款上の定めがないことが認められる。」
「この点、廃止前の有限会社法の下では、取締役の任期につき法定の制限はなく、
定款上任期を定めなければ、辞任・解任等がない限り、取締役であり続けたが、
会社法の下でも、特例有限会社の取締役の任期については、従前どおりの規制が
適用される（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律18条）。」「これらに
よれば、Yについて、取締役の具体的な任期があったとは認められない。」
(３) ?前記（1）及び（2）のとおり、X社によるYの取締役解任には正当理
由があったと認められるし、仮に正当理由がないとしても、Yについて取締役
の具体的な任期がなかったのであるから、Yが主張するX社による正当理由な
き取締役解任に伴う損害賠償金の発生は認められない。」
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５．相殺の処理
「（1）以上によれば、〔ア 受働債権〕X社は、Yに対し、取締役委任契約の
終了による預り金返還請求権として167万6857円の債権を有する。〔イ 自働債
権〕他方、Yは、X社に対し、平成20年7月分の報酬額として、21万6000円、X
社への貸付金として60万円の合計81万6000円の債権を有する。」「（2）受働債権で
あるX社のYに対する債権は、Y解任時、すなわち平成20年7月30に発生した
ものであり、その発生の時から弁済期にある。他方自働債権であるYのX社に
対する債権のうち、平成20年7月分の報酬支払請求権は同日以前に期限の定めが
ないものとして発生したものと解される。したがって、上記各債権は、同月30日
をもって相殺適状となったものである。」「（3）そうすると、前記の（Yによる）
相殺の意思表示によって、Yの前記（1）イの債権は全額消滅し、X社の前記
（1）アの債権のうち、86万0857円が残存することとなり、その限度でのみ相殺の
効果がある。」
６．「以上の次第であるから、X社の主位的請求である不法行為に基づく損害
賠償請求については理由がないから棄却し、X社の予備的請求である取締役委
任契約の終了による預り金返還請求については、86万0857円及びこれに対する催
告期限の末日の翌日である平成20年８月21日から支払済みまで民法所定年５分の
割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから認容し、その余りを
棄却することと」する。
Ⅲ 評釈
１．はじめに
本件では、特例有限会社であるX社が予備的に主張するYに対する預り金返
還請求権に対して、Yの主張する自働債権のうちの、X社による正当理由なき
取締役解任に伴う損害賠償請求権（会社法339条２項）につき、正当理由の存否と
任期の定めがその損害賠償請求権の発生要件であるか否かが主な争点とされた。
本稿では、これらの二点を評釈事項として取り上げて、裁判例及び学説等を
(１)
参考
にしながら順に検討を加
(２)
える。
(１) 会社法339条は平成17年改正前商法257条１項を継承したものであり（酒巻俊雄＝龍田節
編集代表『逐条解説会社法 第４巻 機関・１』（中央経済社、2009年）324頁〔奥島孝
康〕）、同改正前商法257条１項に関する裁判例及び学説の議論状況が会社法339条についても
一定の範囲において当てはまることになる。なお、本条に関する平成17年商法改正前の沿革
については、今井潔・新注釈（６）257条注釈６-８を参照。
(２) 本判決に対する評釈及び解説等は特に見当たらないが、本件の判決文が掲載されている
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なお、本稿は本判決に対する評釈を主たる目的とするものであるが、これと併
せて、本件でのX社のような小規模閉鎖的な株式会社を前提にした、株主総会
による取締役の解任制度と正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求権制度の
意義についても少し考えてみることにする。
２．会社法339条１項・２項の意義
会社法339条１項によると、取締役は、何時でも、かつ事由のいかんを問わず、
その取締役を選任した株主総会等の普通
(３)
決議により解任されうる。他方で、同条
2項には、「前項の規定により解任された取締役は、その解任について正当な理由
がある場合を除き、株式会社に対し、解任により生じた損害の賠償を請求するこ
とができる。」と定められている。
まず、なぜ株主総会による取締役の解任自由（任意解任・随時解任）が認めら
れているのかという問題であるが、この問題については従来より、解任自由を認
める立場とこれに対して解釈論上または立法論上何らかの制限を加えるべきとの
立場から様々な議論がなされてきて
(４)
おり、現行会社法の下での理解状況をおおむ
ね次のとおりである。すなわち、民法上の委任契約の解除（民法651条１項）と延
長線上にある問題として捉える
(５)
見解、取締役に対して選出母体の監督を及ぼすた
めであるとする
(６)
見解、会社所有者たる株主が取締役の選解任に際して自己の意思
を会社経営に大きく反映させるためである（株主による会社支配）とする
(７)
見解な
金判1356号（2011年）60頁のコメントが参考になる。
(３) 会社法309条１項。もっとも、この普通決議要件については、定款の定めによっても議
決権を行使できる株主の議決権の３分の１未満に定足数を引き下げることができない（会社
法341条）。なお、平成17年商法改正により取締役の解任に関する株主総会の決議要件が特別
決議から普通決議へと改められたが、この点については、各論考において表現が少しずつ異
なるものの、一般的には、従来には取締役の地位の安定をはかるために特別決議を必要とし
ていたが、現行の会社法では、株主の信任もしくは信認とりわけ株主の取締役に対するコン
トロールを重要視する観点から普通決議に改められた、とされる（法制審議会会社法（現代
化関係）部会「会社法制の現代化に関する要綱試案」（2003年10月22日）第四部・第四４
（２）及び同補足説明、神作裕之「機関―譲渡制限会社」別冊商事法務271号（2004年）77頁
〔初出：商事1688号（2004年）〕、龍田節『会社法大要』（有斐閣、2007年）74頁注36、奥島・
前掲注（１）324頁、326頁、江頭憲治郎「株式会社法 第4版」（有斐閣、2011年）371頁注
８［以下では、江頭「株式会社法」と引用する］、神田秀樹『会社法〔第14版〕』（弘文堂、
2012年）193頁）。
(４) 今井・前掲注（１）57-60頁、奥島孝康ほか編『新基本法コンメンタール 会社法２』
別冊法学セミナー205号（日本評論社、2010年）101-102頁〔 阿憲〕を参照。
(５) 前田庸『会社法入門〔第12版〕』（有斐閣、2009年）408頁。
(６) 龍田・前掲注（３）74頁。
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どがある。いずれの理解が適切であるかはさて置くことにしても、少なくとも大
規模公開的な株式会社と本件でのX社のような小規模閉鎖的な株式会社とでは、
解任自由に関する理解が異なるはずであろう。後者のような会社における解任自
由は、経営者同士の牽制手段として機能することとなり、実質的には相互の取締
役としての地位に関する株主間契約の解除までも意味するものとして理解するこ
とができ
(８)(９)
るであろう。もっとも、実態によっては、会社内部の紛争により多数派
経営者が少数派経営者を締め出すための道具として用いられるおそれもあること
に注意すべきであろう。
次に、株主総会による取締役の解任自由が認められる一方で、正当理由なき取
締役解任に伴う損害賠償請求権もまた法制度上認められていること、つまり会社
法339条２項に定める損害賠償責任の法的性質については、これもまた従来より、
法定責任説（多数説・裁
(10)
判例）、不法行為責任説、債務不履行責任説といった形で
様々な議論がなされてきて
(11)
いた。現行会社法の下では、法定責任説を採って、株
主に解任自由を保障する一方で、取締役の任期に対する期待を保護し両者の利益
の調和を図る趣旨でのものである、との
(12)
理解が通説的な見解であるとさ
(13)
れる。本
判決も「会社法339条２項は……株式会社に対し、解任されなければ残存任期中
に得られたであろう取締役の利益（所得）の喪失の損害賠償責任を認める特別の
法定責任を定めた規定であり」と述べており、これまでの裁判例の立場を踏襲し
ながら、従来の多数説及び現行会社法の下での通説的な見解に沿うものとして評
することができる。
(７) 近藤光男『最新株式会社法（第６版）』（中央経済社、2011年）228頁［以下では、近藤
「最新株式会社法」と引用する］、同「取締役解任の正当理由」江頭憲治郎ほか編『会社法判
例百選［第２版］』別冊ジュリスト205号（2011年）96頁［以下では、近藤「百選」と引用す
る］。
(８) 江頭「株式会社法」・前掲注（３）365頁注４を参照。
(９) 他方で、大規模公開的な株式会社を前提にした場合における解任自由については、経営
権の正当性を根拠付けるガバナンス・システムにおき、経営者に対する株主の日頃の信任の
裏返として理解することができ（上村達男『会社法改革―公開株式会社法の構想』（2002年、
岩波書店）103-105頁、同『株式会社はどこへ行くのか』（日本経済新聞出版社、2007年）
249-252頁を参照）、ガバナンス・システムにおいて株主の監視・監督機能を確保するための
ものとして理解すべきであろう（なお、近藤「百選」・前掲注（７）も参照）。
(10) 大阪高判昭和56年１月30日下民32巻１～４号17頁、東京地判昭和57年12月23日金判683
号43頁、広島地判平成６年11月29日判タ884号230頁。
(11) 今井・前掲注（１）69-70頁、 ・前掲注（４）105-106頁を参照。
(12) 江頭「株式会社法」・前掲注（３）371頁注７。
(13) 江頭憲治郎＝中村直人編著『論点体系 会社法３ 株式会社Ⅲ』（第一法規、2012年）
38頁〔徳本穣〕。
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もっとも、本判決の述べる上記の説示がすべての株式会社に共通する一般論の
ようなものであれば、これに首肯しがたい。たしかに本件でのX社のようなタ
イプの株式会社においては、取締役としての利益と株主としての利益を厳密に区
分する実益はさほど大きいわけではなく、正当理由なき取締役解任に伴う損害賠
償請求権が解任自由を用いた多数派経営者の専横から少数派経営者の利益を保護
するための抑止的な手段として機能することになるのであろうから、正当理由が
存する場合を除き、取締役としての地位が剥奪させられる代わりに金銭的な補償
を認めることも一つの合理的な方法であるように考えられる。しかしながら、大
規模公開的な株式会社を前提した場合に、本判決の述べる「取締役の利益」に
は、取締役の報酬への期待といういわば私的利益だけでなく、企業の経営機関中
心主義といういわば公益的な利益も含まれていると解すべきで
(14)
あり、会社法339
頁２項の規定については取締役の会社経営に係る地位の安定を図ったものとして
理解すべきであ
(15)
ろう。
３．株主総会により解任された取締役の損害賠償請求権と正当理由
(１) 正当理由の機能
会社法339条１項及び２項の意義をどのように理解するにしても、「完全なる」
解任自由が認められているわけではないとの理解が現実的であろう。というの
は、正当理由なくして取締役を解任した場合には、会社は、取締役に対し解任に
よって生じた損害を賠償しなければならないからであり、さらに、正当理由の存
否に関する立証責任は会社側にあると解するのが従来からの多
(16)
数説及び裁
(17)
判例の
立場であるからである（本判決も「会社法339条２項は、取締役の解任について株式
会社が正当理由のあることを立証できない場合に……」と述べて、同様の立場にある）。
ここで正当理由は、会社法339条１項で認められる株主の利益と同条２項で認
められる取締役の利益とを調和せしめるに当たっての中心的な役割をは
(18)
たすこと
(14）江頭憲治郎「判批」ジュリ865号（1986年）112頁［以下では、江頭「判批」と引用す
る］。
(15）近藤「百選」・前掲注（７）96頁では「とりわけ、日本では社内取締役が多いが、使用人
から取締役へ昇進することが、彼をかえって経済的に不安定な地位に置くことを意味するこ
とになってしまう。このような不安定な地位から取締役を保護するために、正当理由のない
解任については、取締役は会社に対して損害賠償を請求できるとしているのである。」とさ
れる。もっとも、ここでの「地位」については、取締役個人の経済的な地位だけを意味する
ものとして理解すべきではないように思われる。
(16) 今井・前掲注（１）72頁、 ・前掲注（４）107-108頁、徳本・前掲注（13）40頁を参
照。
(17) 最判昭和57年1月21日判タ467号92頁、東京地裁昭和57年12月23日。
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となり、実質的には株主総会による取締役の解任の必要条件として位置づけられ
ることになるのであろう。
(２) 正当理由の範囲・内容
そこで、次に問題となるのは、実際問題として正当理由の範囲をどのように画
すべきかであり、この問題に関する議論状況はおおむね次のとおりであ
(19)
った。す
なわち、正当理由の範囲を最も広く解するのは、前記の不法行為責任説を採る立
場であり、この立場によると、正当理由は、解任が不法行為を成立させるときに
限って否定され、それ以外の場合には常に存することに
(20)
なる。これに対して、正
当理由の範囲を最も狭く解するのは、前記の債務不履行責任説を採る立場であ
り、この立場によると、正当理由は、解任を正当化しうる理由とは相違して、不
解任の特約があるのに解任してなお損害の賠償を免れうる正当理由ということに
なり、かなり狭く解することに
(21)
なる。また、前記の法定責任説を採る立場におい
ても、株主・会社の利益と取締役の利益のうちにいずれに重きを置くかにより、
正当理由の範囲を比較的に広く解する見解と比較的に狭く解する見解がある。前
者の見解は、当該取締役に経営を行わしめるに当たって障害となるべき状況が客
観的に生じた場合に正当理由を認めるべきで
(22)
あるとし、例えば、背信行為があっ
たり、無為無能である場合、違法行為、故意の信任義務違反、任務懈怠、はなは
だしい不適任、取締役の地位そのものと相容れない作為・不作為の存する場合、
経営上の判断に失敗した場合には正当理由を肯定
(23)
する。他方で、後者の見解は、
本人の意思に反してまでも取締役たる資格を剥奪するに足りる客観的事由に限定
すべきであるとし、したがって、単なる経営上の判断の誤り、職務行為の不適
任、精神的疲労や一時的療養、信任関係の破綻等はこれに含まれないと解
(24)
する。
もとより以上のような区分法に基づいて、正当理由の範囲に関する議論をきっ
ちりと切り分けることはできないように思われ
(25)
るが、いずれにしても、正当理由
(18) 近藤「百選」・前掲注（7）96頁（「『正当理由』の意味を明らかにするためには、株主の
利益と取締役の利益との調和を考慮しなくてはなない。」）。
(19) この部分の記述は全般的に、今井・前掲注（1）70-72頁と ・前掲注（4）106-107頁を
参照した。
(20) 今井・前掲注（１）70頁を参照。
(21) 今井・前掲注（１）72頁。
(22) 近藤「最新株式会社法」・前掲注（７）229頁、近藤「百選」・前掲注（７）97頁。
(23) 酒巻俊雄「取締役の解任」星野長七編著『会社法新講』（中央経済社、1964年）110頁。
(24) 中村一彦「判批」ひろば36巻６号（1983年）74頁。
(25) もっとも、本件でのX社のような小規模閉鎖的な株式会社の場合には、一般論として、
正当理由の範囲を狭く解して、取締役の私的な利益をより厚く保護すべきであろうとも考え
られる。
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の内容として、①職務執行上の法令・定款違反行為があった場合、②心身の故障
にり職務遂行に支障がある場合、③職務への著しい不適任である場合には、正当
理由を認めるのが従来からの裁判例及び学説の一致した態度で
(26)
ある。本件は③の
場合その中でも特に独断的な職務遂行が問題とされた事例で
(27)
ある。
(３) 本判決の検討―Y解任の正当理由の存否
正当理由につき職務への著しい不適任が問題とされた事例としては、監査役の
解任に関するものであるが、東京高裁昭和58年４月
(28)
28日判決がある。この事例の
特徴は、不適任の内容が具体的には能力の著しい欠如に係わるものであった点、
及びその不適任を裏付ける事実が監査役の職務として行われた行為ではなく税理
士としての行為であった点にある。同高裁は、「……監査役たるX自身が前記の
ような明らかな税務処理上の過誤を犯したことは、Y会社に与える実害の有無、
程度にかかわらず、監査役として著しく不適任であるといわざるを得ない。……
前示のような税務処理上の過誤を犯したXをそのままY会社の監査役の地位に
留め置くべきであるとすることは無理であり、ひっきょう、Y会社がXをY会
社の監査役から解任したことには正当な事由があるというべきである。」と判示
した。この判旨については、監査役の職務遂行に基づかない事由であることを理
由に反対する
(29)
見解と、その過誤が専門的知見を期待されて就任した監査役につい
ては著しい不適任を示す事実であるとして賛成する
(30)
見解がある。
本件では、不適任を裏付ける事実がX社の代表取締役であったYの職務とし
てなされた行為であり、この点については問題のないように思われる。むしろ重
要なのは、Yの独断的な「本件フランチャイズ契約」の解除等の行為につき、
何をもって職務への著しい不適任と判断すべきか、という問題である。この問題
について本判決は、X社の設立から「本件フランチャイズ契約」の締結に至っ
た経緯及びその目的と、X社の株主及び役員構成に関する事実を認定したうえ
で、Yを解任するに足りる客観的・合理的な事情があったと判示しており、首
肯できる。
なお、本判決では取り上げられていないが、Y解任の正当理由については、
(26) 今井・前掲注（１）71頁、前田・前掲注（５）399頁、奥島・前掲注（１）326-327頁、
・前掲注（４）106-107頁、江頭「株式会社法」・前掲注（３）371頁注7、近藤「百選」・
前掲注（７）97頁、徳本・前掲注（13）39頁。
(27) 江頭「株式会社法」・前掲注（３）371頁注７。
(28) 判時1081号130頁。
(29) 近藤光男「会社経営者の解任」鴻常夫先生還暦記念『八十年代商事法の諸相』（有斐閣、
1985年）405頁。
(30) 江頭「判批」・前掲注（14）113頁。
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上記①の職務執行上の法令・定款違反行為も問題になりうると考えられる。すな
わち、現行会社法の下で、取締役会非設置会社においては、定款に別段の定めが
ある場合を除き、取締役が業務を執行し（会社法348条１項）、取締役が２人以上
ある場合には、その過半数をもって業務を決定する（同条２項）。ところで、本
判決によると「Yは、Yの父を除く他の取締役の了解を得ることなく、独断で、
Bに対し、本件フランチャイズ契約を解除し、Aグループから離脱する旨の通
知を送付した」とされていることから、Yは「本件フランチャイズ契約」の解
除等という業務の執行に先立ち他の取締役の「了解」を得る立場にあったと推察
される。そこで、仮にYの当該業務執行の決定に関する委任がX社の定款に定
められていない
(31)
場合には、Yによる「本件フランチャイズ契約」の解除等は、
本判決の述べるような「Yの一存で決定でき」ない「極めて重要な問題」にと
どまるものではなく、X社の取締役の過半数をもっと決定しなければならない
事項で
(32)
あり（この時のX社の役員構成は代表取締役にYとK、取締役に L、M、Yの
父となっており、少なくとも３人以上の同意を得る必要があった）、この点において
上記①の職務執行上の法令違反が問題になる。X社の定款の定めに係る事実関
係が明らかでないところでこれ以上の立ち入りはできないが、本判決にはこの点
に関する事実認定もしくは法律判断がより一層明瞭に示されてよかったのではな
いかと思われる。
４．正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求権と任期の定め
(１) 任期の定めが正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求権の発生要件
であるか。
会社法339条２項には、平成17年改正前商法257条１項ただし書きに定められて
いた「任期ノ定アル場合」に相当する文言が見当たらない。このことに関する実
質的な問題、すなわち任期の定めが正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求
権の発生要件であるか否かの問題について、本判決はこれを是として、次のよう
な判断構造をとっている。すなわち、本判決は、①会社法339条２項に定める損
害賠償責任の性質を「……株式会社に対し、解任されなければ残存期間中に得ら
(31) もっとも、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律21条（以下では、「会社
法整備法」という）により、特例有限会社の場合には会社法348条３項の適用が除外される
だけに、取締役に委任できる業務の決定事項が広くなっているといえよう。
(32) この問題に関する法律関係については、郡谷大輔編著『中小会社・有限会社の新・会社
法』（商事法務、2006年）200-201頁、酒巻俊雄＝龍田節編集代表『逐条解説会社法 第４巻
機関・1』（中央経済社、2009年）368-371頁、387-389頁〔稲葉威雄〕、及び江頭「株式会社
法」・前掲注（３）356-357頁、377頁を参照。
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れたであろう取締役の利益（所得）の喪失の損害賠償責任を認める特別の法定責
任」であるとして、②「具体的な任期があることが損害賠償請求権発生の要件と
解される」と判示し、また③「……会社法下では、そもそも取締役等につき具体
的な任期がないという場合は想定されなくなった（会社法332条等参照）ために、
敢えて任期の定めがあるという文言が置かれなかったにすぎないと解される」と
して、④「したがって、会社法339条２項は、具体的な任期があることを損害賠
償請求権発生の当然の前提としていると解するのが相当である」と判示
(33)
した。こ
こで、②と④の判示は同様のことを述べているようにも見えるが、厳密な意味に
おいては、具体的な任期のあることが会社法339条２項に定める損賠賠償請求権
の発生の「要件であること」と「当然の前提であること」とは区別すべきではな
かろうか。つまり、規定の文言上の定めがないにもかかわらず、具体的な任期の
あることがその損害賠償請求権の「発生要件」であると解するためには、それな
りの実質的な理由が示されるべきではなかろうか。
たしかに本判決の③・④で述べられているように、現行会社法の下では、株式
会社の取締役に関する具体的な任期が法定任期（会社法332条１項）をもって自ず
と決まってくるわけであるから、具体的な任期のあることが会社法339条２項に
定める損害賠償請求権発生の当然の前提であるともいえよう。また、この問題に
ついては平成17年改正前商法の下で議論がなされていたところであり、そこでの
議論は、平成17年改正前商法257条１項ただし書きに定める「任期ノ定アル場合」
につき、定款または株主総会の決議による具体的な任期の定めを要するのか、そ
れとも法定任期（同改正前商法256条１項）で足りるのかというものであ
(34)
ったが、
これらの議論は現行会社法の下で無用になったといえよう。もっとも、これらの
議論は、同改正前商法257条１項ただし書きに「任期ノ定アル場合」という文言
が存することを受けて、任期の定めのあることが正当理由なき取締役解任に伴う
損害賠償請求権の発生要件であることを前提にしていたことに注意すべきであろ
う。
次に、本判決の①・②で述べられているように、会社法339条２項に定める損
賠賠償請求権制度の趣旨を「解任されなければ残存期間中に得られたであろう取
締役の利益（所得）」の保護にあると理解する立場からは、具体的な任期の定め
がない場合にはその損害に関する算定の仕方もないはずであろうから、具体的な
(33) 判旨と同様の理解を示すものとして、近藤「百選」・前掲注（７）97頁（「旧商法の規定
は、任期の定めある取締役であることを要件として定めていた点で会社法と異なる。しか
し、会社法では、取締役の任期がないことは予定されていないのであり（会社332条）、旧商
法と会社法とでは実質的には変わりはなく、従前の解釈が当てはまる。」）。
(34) 今井・前掲注（１）72-73頁、 ・前掲注（４）105頁を参照。
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任期の定めのあることがその損賠賠償請求権の発生要件であると解することも理
解できなくもない。また、現行会社法の下での多くの学説も、賠償すべき損害の
範囲を取締役が解任されなければ在任中及び任期満了時に得られた利益の額と解
(35)
することから、本判決の立場と異ならないように推測されるが、こうした解釈に
対してはなお釈然としない。ここでの具体的な任期の定めが、その損賠賠償請求
権の発生要件であるのか、それとも賠償すべき損害の範囲を画する一つの指標に
すぎないものであるのかも判然としない。
一応、本稿の立場からは、本件でのX社のような小規模閉鎖的な株式会社に
おける正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求権制度の意義を前述したよう
に解する（本稿Ⅲ・2を参照）ことから、本判決の上記判示に反対し
(36)
たい（以下で
敷衍説明する）。
(２) 特例有限会社における正当理由なき取締役解任に伴う損害賠償請求権と
任期の定め
それでは、以上の問題につき、そもそも任期の定めのないことがありうる本件
でのX社（特例有限会社）の場合には、どのように考えるべきであろうか。本判
決は、上記①～④の判断を前提にして、⑤「特例有限会社の取締役の任期につい
ては、従前どおりの規制が適用される」とした。すなわち、会社法整備法18条に
より取締役の任期に関して定める会社法332条が適用除外とされ、特例有限会社
の取締役の任期につき法定の制限はなく、定款上任期に関する定めをしなけれ
ば、辞任・解任・欠格事由発生等がない限りにその任期が継続される。続いて、
(35) 龍田・前掲注（３）74頁、前田・前掲注（５）409頁、江頭「株式会社法」・前掲注
（３）371頁注７など。
(36) 同様の立場にあると考えられるものとして、奥島・前掲注（１）325頁（「平成17年改正
前商法257条１項但書きは、……民法651条２項とは法文上では別異の損害賠償を認めたとの
文理解釈の余地を残すこととなった。なぜなら、民法の委任理論によれば、有償でかつ任期
の定めのある場合であれば、任期中に理由なく解除すれば、平成17年改正前商法257条１項
但書きの有無にかかわらず、解除によって生じた損害は賠償しなければならないからであ
る。そこで、平成17年改正前商法257条１項但書きの存在理由が問題となり得たのである。
もとより、この点について、平成18年の本条制定前の通説的理解では、……この損害賠償責
任は株式会社に特別に課された法定の責任と解されていたのである。しかし、会社法と民法
の棲み分けが法文上も明確になったといってよい。」）、 ・前掲注（４）105頁（「本条２項
の規定では、この要件が掲げられていないため、定款または総会決議による具体的な任期の
定めがない場合にも、法定任期（332・334・336・338）の満了前に正当な理由なく解任され
た役員及び会計監査人は、当然に損害賠償を請求できることになる。」）、徳本・前掲注（13）
36頁（「……定款又は株主総会決議による具体的な任期の定めがない場合にも、法定任期
（332、334、336、338条）の満了前に正当な理由なく解任された役員及び会計監査人は、当
然に損害賠償を請求できることになる。」）。
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本判決は、⑥X社には「Yの任期につき定款上の定めがない」から、⑦「Yが
主張するX社による正当理由なき取締役の解任に伴う損害賠償金の発生は認め
られない」と判示した。
しかしながら、本判決の述べる①～④の判断と⑥・⑦の判断には論理的な不自
然さがある。すなわち、具体的な任期の定めが会社法上常に存する株式会社の取
締役解任に伴う損害賠償責任に関する要件論（任期の定めの有無）を、具体的な
任期どこ
(37)
ろか法的任期に関する定めもない特例有限会社の取締役の場合にそのま
ま当てはめることには問題があるように思われる。この点、平成17年商法改正時
に、会社法339条２項においては同改正前商法257条１項ただし書きに定められて
いた「任期ノ定アル場合」に相当する文言を削除しながら、特例有限会社の取締
役の任期については会社法整備法18条により会社法332条を適用除外とした一方
で、特例有限会社の取締役解任に伴う損害賠償責任については何ら手当をしなか
ったことが立法ミスといえば立法ミスであったといえよう。立法サイドの意図と
しては、おそらく、平成17年改正前の商法及び有限会社法の規整が現行会社法の
下でもそのまま維持されることを想定していたと予想される。ところが、特例有
限会社とは、現行会社法の適用に関する種々の特例が受けられる、会社法2条1号
に掲げられている株式会社と特別な関係にある株式会社
(38)
であり、上記の問題はや
はり現行会社法上の解釈論として処理すべき事柄であるように考えら
(39)
れる。そこ
で、考えられる解釈論のパターンを挙げてみると、以下の表のとおりである。
パターン①は、本判決の採っている立場で
(40)
あり、その論理的な不自然さについ
ては前述したとおりである。また、パターン①における【2】の解釈は平成18年
有限会社法廃止前の規制構造及びそれに関する理解と同様である。すなわち、同
法32条により平成17年改正前商法257条１項の規定が準用さ
(41)
れて、有限会社の取
締役については、定款または社員総会の決議をもって具体的な任期の定めをしな
(37) 特例有限会社の場合には、定款または株主総会の決議により取締役の任期を定めておけ
ばよいとのことであろうが、少なくとも制度論としては、こうした定めのないことを前提し
て問題を考える必要があろう。
(38) 特例有限会社の定義及び現行会社法の下での位置づけについては、郡谷・前掲注（32）
18-19頁を参照。
(39) というよりも、特例有限会社は商号中に「有限会社」という文字を使用し続ければ、特
例有限会社としての特例を受け続けることができることから（期限のない経過処置、郡谷・
前掲注（32）19頁）、むしろ実質的には、「特例有限会社法制」に係る問題として取り組む必
要があろう。
(40) 任期の定めのない取締役（特例有限会社）に会社法339条2項の適用はないと判示した、
本判決を言及するものとして神田・前掲注（３）193頁がある。
(41) 山口幸五郎・新注会（14）32条注釈６。
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ければ、任意に解任されてもその損賠賠償請求権を取得できないと解されて
(42)
いた。パターン②は、現行会社法の文言に最も素直な解釈であるように思われ
る。すなわち、株式会社の取締役解任に伴う損害賠償請求権の発生要件として任
期の定めが要されるか否かの問題は別として、特例有限会社の取締役の任期につ
いては、定款または株主総会の決議によりこれを定めなければ、そもそも法定の
任期というものがないわけであるから、平成17年改正前商法257条１項ただし書
きに定められていた「任期ノ定アル場合」に相当する文言が削除された会社法
339条２項の下では、具体的な任期の定めが特例有限会社の取締役解任に伴う損
害賠償請求権の発生要件でないと解することになる。パターン③については、株
式会社の取締役の場合には任期の定めがその損害賠償請求権の発生要件でないと
しながらも、特例有限会社の取締役の場合にはそれを是とする実益が見当たらな
いから、パターン③のような解釈を採ることは困難であろう。
本稿の立場からは、パターン④の解釈を支持したい。すなわち、正当理由なき
取締役解任に伴う損害賠償請求権制度の意義を前述したように解する（本稿Ⅲ・
２を参照）ことから、小規模閉鎖的な株式会社に比して特例有限会社の場合には
会社構成員の人的な信頼関係がより一層強く、取締役個人の利益を具体的な任期
の定めの有無により異に扱うことは適切でないように思われる。つまり、具体的
な任期の定めがあろうとなかろうと、正当理由なくして取締役を解任した場合に
は、その地位の剥奪に代わる金銭的な補償を制度上保障すべきであ
(43)
ろう。
(42) 酒巻俊雄「判批」税経通信38巻１号（1984年）281頁を参照。
(43) 法定の任期に関する規定のない特例有限会社において、むしろ重要なのは、取締役の解
任自由を認めることにより、取締役の事実上の終身制に対して終止符を打つことになったこ
とであろう（山口・前掲注（41）259頁）。
パターン
【1】株式会社の取締役につき、任
期の定めが会社法339条２項に定
める損害賠償請求権の発生要件で
ある。
【2】特例有限会社の取締役につ
き、任期の定めが会社法339条２
項に定める損害賠償請求権の発生
要件である。
① ○ ○
② ○ ×
③ × ○
④ × ×
商事判例研究（韓) 181
５．おわりに―本判決の意義と射程範囲
最後に、本判決の意義とその射程を確認しておく。まず、正当理由の存否につ
いて、本件は、取締役の解任に関する正当理由の存否が争われた事例として、お
そらく平成17年会社法成立後の初めてのものである。さらに、本件では、正当理
由の内容として職務への著しい不適任、具体的には独断的な職務遂行が問題とさ
れたことに特色がある。本判決はYの「本件フランチャイズ契約」の解除等の
行為がY解任の正当理由として認められると判示しており、この点に関する本
判決の判断内容は今後の裁判実務においてもその射程が認められるように思われ
る。
次に、任期の定めが会社法339条２に定める損害賠償請求権の発生要件である
か否かの問題について、本判決は一般論としてこれを是として、平成17年会社法
成立後に新たに生じた解釈問題に対して一つの答えを示しており、実務上及び理
論上注目される。ところが、本稿の立場からこれに賛成できないことについては
前述したとおりである。また、この問題と関係して本件の顕著な特色は、任期の
定めのない特例有限会社の取締役に関する事例であったことである。この点に関
する本判決の判断には論理的な不自然さがあり、本稿の立場から賛成しがたいこ
とについても前述したとおりである。
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